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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

平成20年度
第３四半期連結
累計期間

平成20年度
第３四半期連結
会計期間

平成19年度

(自　平成20年
４月１日

至　平成20年
12月31日)

(自　平成20年
10月１日

至　平成20年
12月31日)

(自　平成19年
４月１日

至　平成20年
３月31日)

経常収益 百万円 35,564 11,119 51,068

経常利益

（△は経常損失）
百万円 △20,636 △6,022 7,898

四半期純利益

（△は四半期純損失）
百万円 △12,916 △2,873 ――

当期純利益 百万円 ―― ―― 8,094

純資産額 百万円 ―― 94,145 113,260

総資産額 百万円 ―― 2,092,152 2,101,813

１株当たり純資産額 円 ―― 517,173.00 619,622.12

１株当たり四半期純利益金額

（△は１株当たり四半期純損失金額）
円 △82,344.47 △18,526.54 ――

１株当たり当期純利益金額 円 ―― ―― 48,709.83

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 － － ――

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 ―― ―― 41,975.94

自己資本比率 ％ ―― 4.49 5.38

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △32,179 ―― △33,172

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 455 ―― △8,101

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △2,766 ―― 11,142

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 百万円 ―― 62,478 96,980

従業員数 人 ―― 1,814 1,776

（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連

結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。

４．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出してお

ります。

５．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の「２ 

その他」中、「(1)第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金

額等」の「①損益計算書」にもとづいて掲出しております。

　　なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③１株当たり四半期純損益金額

等」に記載しております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

（１）連結会社における従業員数

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人）
1,814

[453]

　（注）１．従業員数は執行役員を含み、嘱託及び臨時従業員677人を含んでおりません。

２．臨時従業員数は、［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

（２）当行の従業員数

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人）
1,705

[369]

　（注）１．従業員数は執行役員を含み、嘱託及び臨時従業員542人を含んでおりません。

２．臨時従業員数は、［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりませ

ん。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

平成20年度第３四半期のわが国経済は、世界的な金融・経済危機が深刻化する中で、円高が急速に進展し、輸

出等の外需に依存していた大企業の経営が急激に悪化すると共に、資産価格の下落による逆資産効果や雇用環

境の悪化等により消費者マインドが低迷し、景気に対する下振れ圧力が強まりました。

こうした経済環境の中で、当行グループの第３四半期連結会計期間の業績は、以下の通りとなりました。

業容面につきましては、地域金融機能強化の観点から保証協会の緊急保証制度を活用した中小企業向け貸出

の推進に取り組んだ結果、第３四半期連結会計期間末の貸出残高は、当第３四半期連結会計期間中に130億円増

加し１兆3,686億円となりました。預金残高につきましては、中小口預金や法人預金が増加した結果、同57億円増

加し１兆9,587億円となりました。有価証券残高につきましては、株価の下落や市場金利が低下する中で同189億

円減少の4,158億円となりました。

総資産につきましては、純資産が与信費用の拡大等による損失の計上により32億円減少しましたが、貸出金の

130億円増加を中心として、93億円増加し２兆921億円となりました。

損益面につきましては、資金運用利回りの低下等により経常収益が111億円に止まると共に、株式市況の低迷

により有価証券の減損処理が30億円となった他、貸出先の経営実態に基づいた適切な引当処理を行い、与信費用

が40億円増加する等、経常費用が171億円となったことから60億円の経常損失となりました。一方、不動産市況の

悪化により破綻した先等からの償却債権取立益を９億円計上できたことから四半期純損失は28億円となりまし

た。
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①　国内業務部門・国際業務部門別収支

当第３四半期連結会計期間におきまして、資金運用収支は80億円、役務取引等収支は７億円、その他業務収支

は△14億円となりました。このうち、国内業務部門の資金運用収支は80億円、役務取引等収支は６億円、その他業

務収支は△11億円となりました。また、国際業務部門の資金運用収支は0.1億円、役務取引等収支は0.2億円、その

他業務収支は△0.6億円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 8,039 16 6 8,049

うち資金運用収益

前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 9,354 118 9
21

9,463

うち資金調達費用

前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,315 102 2
21

1,414

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 677 24 △2 703

うち役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,274 34 128 1,180

うち役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 597 10 131 477

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 △1,111 △62 276 △1,450

うちその他業務収益
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 989 △62 502 424

うちその他業務費用
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 2,100 － 226 1,874

　（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引等は国際業務部門に含めております。以下の表においても同様であります。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。

３．連結会社間の取引については、全額消去しております。
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②　国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結会計期間におきまして、役務取引等収益は11億円、役務取引等費用は４億円となりました。

このうち、国内業務部門の役務取引等収益は12億円、役務取引等費用は５億円となり、また、国際業務部門の役務

取引等収益は0.3億円、役務取引等費用は0.1億円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,274 34 128 1,180

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 335 － 0 335

うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 538 31 0 569

うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 32 － － 32

うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 4 － － 4

うち保護預り

・貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 0 － － 0

うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 238 － 128 109

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 597 10 131 477

うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 111 9 － 120

　（注）連結会社間の取引については、全額消去しております。
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③　国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,952,161 8,320 2,734 1,957,747

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 880,715 － 558 880,156

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,052,167 － 2,176 1,049,991

うちその他
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 19,278 8,320 － 27,598

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,000 － － 1,000

総合計
前第３四半期連結会計期間 ―― ―― ―― ――

当第３四半期連結会計期間 1,953,161 8,320 2,734 1,958,747

　（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．連結会社間の取引については、全額消去しております。
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④　国内業務部門・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（残高・構成比）

業種別
平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比（％）

国内業務部門 1,368,617 100.00

製造業 118,631 8.67

農業 70 0.01

林業 75 0.01

鉱業 53 0.00

建設業 81,008 5.92

電気・ガス・熱供給・水道業 23,280 1.70

情報通信業 13,591 0.99

運輸業 21,523 1.57

卸売・小売業 98,626 7.21

金融・保険業 88,098 6.44

不動産取引業　（注） 193,688 14.15

不動産賃貸業等　（注） 215,850 15.77

各種サービス業 141,378 10.33

地方公共団体 6,980 0.51

その他 365,761 26.72

国際業務部門 46 100.00

卸売・小売業 46 100.00

合計 1,368,664 ―　

（注）不動産取引業とは免許事業者であり、不動産賃貸業等とは主にアパート経営等を営む個人経営者であります。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動におけるキャッ

シュ・フローが112億円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが224億円の収入、財務活動によるキャッ

シュ・フローが15億円の支出となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は624億円となりました。　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間は、企業業績の悪化や雇用環境の厳しさが一段と強まるとともに、株式相場の低

迷が続き、今後の景気回復の見通しも不透明な状況となっております。　

こうした環境下、第３四半期連結累計期間の当行業績においては、不良債権の処理損失や保有有価証券の減

損処理損失が大きく影響いたしました。

このため当行は、特に業績への影響が大きい不動産業向け貸出に対し、審査及びリスク管理機能の強化と情

報の集約化を図るため、平成20年11月に専門部署を設置いたしました。

○　不動産ソリューションプロジェクトチーム

上半期に破綻した中堅不動産向け貸出の回収を主な業務といたします。また、業務提携を行っている住

友信託銀行グループのすみしん不動産との連携による早期回収も進めてまいります。

○　審査部　不動産審査管理課

不動産業に対する審査及びリスク管理の強化を主な業務といたします。

○　本店営業部　不動産営業管理室

本店営業部を中心に、都心店舗に取引が集中している中堅不動産業等に対する取組方針の統一化や情報

の集約化を進めること等により、営業及び管理を強化することを主な業務といたします。

当行は、こうした施策を実行するとともに、適切な貸出ポートフォリオ構築のため、業種構成の適正化や小口

分散による貸出先数の増加を継続的に推進してまいります。

また、保有有価証券につきましては、運用の分散化を高め、収益性・健全性に一層注力した運用を行ってまい

ります。　

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
１　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。

　 会社名 店舗名その他 所在地 設備の内容
敷地面積
（㎡）

建物延面積
（㎡）

完了年月

当行 ―― 本店
東京都

新宿区
仮本店 ― 7,051.23 平成20年11月

当行　 ――　 本店営業部　
東京都

新宿区
仮店舗 ― 390.07 平成20年11月　

当第３四半期連結会計期間に重要な異動があった主要な設備の状況は次のとおりであります。

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容
土地 建物 動産 合計 従業

員数
（人）面積(㎡) 帳簿価額（百万円）

当行 ―― 本店
東京都

新宿区
本店 ― ― 111 2 114 －

当行 ――
不動通り

出張所　

東京都

渋谷区

店舗外現金

自動設備
― ― 1 1 2 －

（注）土地の面積欄の（　）内は、借地の面積（うち書き）であります。

本店につきましては、建替え工事に伴うものであります。（新本店の完成予定：平成22年11月頃）

不動通り出張所につきましては、平成20年11月28日に廃止いたしました。　

２　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 392,000

第Ⅱ種優先株式 20,000

計（注） 450,000

（注）１．平成19年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更を行い、発行可能株式総数から第Ⅰ種優先

株式38,000株を削除しております。

２．平成20年６月27日開催の第18回定時株主総会において、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律」（平成17年法律第87号）第88条の規定に基づく端数等無償割当てによる端株解消の件及び定款一部変

更の件が決議されておりますので、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する

法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号）の施行日の前日である平成21年１月４日を効力発生

日として、発行可能株式総数は以下のとおりになりました。

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,200,000

第Ⅱ種優先株式 2,000,000

計 45,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月12日）

　（注）１

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 158,229.91 15,822,991 東京証券取引所市場第一部 －

第Ⅱ種優先株式 15,000.00 1,500,000 － (注)２(注)３

計 173,229.91 17,322,991 ── ──

　

（注）１．「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成17年法律第87号）第88条の規定に基づき、

１株につき99株の割合による端数等無償割当てを行い、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社

債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号）の施行日の前日である平成21年

１月４日を効力発生日として、端株を解消するとともに、併せて100株を１単元とする単元株制度を採用いた

しました。

（注）２．第Ⅱ種優先株式の基準日（平成20年12月31日）現在の内容は次のとおりであります。

（１）優先配当金

①　当行は、期末配当を支払うときは、第Ⅱ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅱ種優先株主」という。）または

第Ⅱ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅱ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主または普

通登録株式質権者に先立ち、１株につき、事業年度毎30,000円を、配当金として金銭により支払う。

②　ある事業年度において、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額

が優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③　第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当は行わな

い。但し、資本金の額の減少の効力発生を条件に行われる剰余金の配当のうち、当該減少額（減少する資本金

の額の全部または一部を準備金とするときは、準備金とする額を除く。）を超えない部分の剰余金の配当、準

備金の額の減少の効力発生を条件に行われる剰余金の配当のうち、当該減少額（減少する準備金の額の全部

または一部を資本金とするときは、資本金とする額を除く。）を超えない部分の剰余金の配当、当行がする吸

収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当

または当行がする新設分割手続の中で行われる会社法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロ

に規定される剰余金の配当はこの限りではない。
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（２）優先中間配当金

当行は、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対し、中間配当を行わない。

（３）残余財産の分配

当行の残余財産を分配するときは、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対し普通株主または

普通登録株式質権者に先立ち、第Ⅱ種優先株式１株につき100万円を支払う。

第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対しては、上記100万円のほか、残余財産の分配は行わな

い。

（４）第Ⅱ種優先株主の議決権

第Ⅱ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。但し、優先配当

金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨

の議案が定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決

議があるときまでは議決権を有するものとする。

（５）募集株式等の割当てを受ける権利

当行は、第Ⅱ種優先株主に対しては、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（６）取得請求権

本優先株主は、下記の条件にしたがって、本優先株式１株につき、以下に定める取得価額により、当行に対して、当行の普通株式の交付と引

換えに本優先株式を取得することを請求することができる。

(1) 取得を請求することができる期間

平成23年７月31日から平成28年９月29日までとする。

(2) 取得条件

(イ) 当初取得価額

当初取得価額は、534,494.19円とする。

(ロ) 取得価額の修正

取得価額は、平成23年９月30日から平成27年９月30日までの毎年９月30日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）にお

ける当行の普通株式の時価が、当該取得価額修正日現在の取得価額を１円以上下回る場合には、取得価額は当該取得価額修正日

現在の時価に修正される。「取得価額修正日現在の時価」とは、以下のa.又はb.に定めるとおりとする。但し、「取得価額修正日現

在の時価」が、当初取得価額の70%(以下「下限取得価額」という。)を下回る場合は、修正後の取得価額は下限取得価額とする。取

得価額及び株価の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、以下のa.又はb.における45取引

日の間に、下記(ハ)に定める取得価額の調整事由が生じた場合には、「取得価額修正日現在の時価」は下記(ハ)に準じて調整され

る。

a.　各取得価額修正日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、当該45取引

日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日数を除く。）とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が上場されている証券取引所が併せて複数に及

ぶ場合には、当該取引日から各取得価額修正日の前日までの出来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の普通株式の

普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）を基準に平均値を算出する。

b.　各取得価額修正日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない場合には、連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の決算期又は中間期において算

定される１株当たりの純資産額とする。

(ハ) 取得価額の調整

① 本優先株式発行後、下記の各号のいずれかに該当する場合には、それぞれの適用時期の定めに従って、取得価額（下限取得価額

を含む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式の計算については、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　既発行普通株

式数 
＋　
新発行・処分普通株式数 × １株当たりの払込金額 

  調整後
＝ 
調整前  

× 
１株当たりの時価 

  取得価額 取得価額   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

 a. 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額又は処分価額をもって普通株式を発行又は処分する場合（但し、当行の普通

株式の交付と引換えに取得され若しくは取得させることができる証券若しくは権利、当行の普通株式と転換され若しくは転換

することができる証券若しくは権利又は当行の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の取得、転換又は行使による場合を除く。）

　　調整後の取得価額は、払込日の翌日以降、又は募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

 b. 株式の分割又は株式無償割当てにより普通株式を発行する場合

　　調整後の取得価額は、株式の分割については、当該株式の分割のための基準日の翌日以降適用し、株式無償割当て（普通株主に

普通株式の無償割当てをするときに本優先株主にも同様に無償割当てをする場合を除く。）については、当該株式無償割当ての

ための基準日がある場合はその日の翌日以降又は基準日を定めずに株式の無償割当てをする場合はその効力を生ずる日以降こ

れを適用する。
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 c. 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって、当行の普通株式の交付と引換えに取得され若しくは取得させることが

できる証券若しくは権利、当行の普通株式と転換され若しくは転換することができる証券若しくは権利又は当行の普通株式の

交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合（但し、普通株主に取得条項付株式、

取得請求権付株式又は新株予約権の無償割当てをするときに本優先株主にも同様に無償割当てをする場合を除く。）

　　調整後の取得価額は、発行される証券若しくは権利又は新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。）の全てが当初

の取得価額で取得され若しくは当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を

準用して算出するものとし、払込日（新株予約権が無償にて発行される場合は割当日）の翌日以降又は募集のための基準日が

ある場合はその日の翌日以降これを適用する。

② 上記(ハ)①に掲げる場合のほか、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額は当行の取締役会が適当と判断する取得価

額に変更される。

a.　合併、株式交換、株式移転、会社分割又は資本金の額の減少により取得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とするとき。

b.　その他当行普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とするとき。

c.　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出にあたり使用すべき時価

につき他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③ 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１円未満にとどまる限り、取得価額の調整

は行わない。但し、当該差額相当額は、その後に取得価額の調整を必要とする事由が発生した場合に算出される調整後の取得価額

にその都度算入する。

④ 取得価額調整式に使用する１株当たり時価は、以下のa.又はb.に定めるとおりとする。当該時価を特定するために用いられる株

価の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、以下のa.又はb.における45取引日の間に上記

(ハ)①又は②に定める取得価額の調整事由が生じた場合には、調整後取得価額は上記(ハ)①又は②に準じて調整される。

a.　調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、

当該45取引日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の

平均値（終値のない日数を除く。）とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が上場されている証券取引所が併せ

て複数に及ぶ場合には、当該取引日から各取得価額修正日の前日までの出来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の

普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）を基準に平均値を算出する。

b.　調整後取得価額を適用する日に先立つ当該45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない

場合には、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の決算期又は

中間期において算定される１株当たりの純資産額とする。

⑤ 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額とし、また、取得価額調

整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日における、又は、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する

日の１ヶ月前の日における当行の発行済普通株式数から当該日における当行の有する当行普通株式数を控除した数とする。

(ニ) 上記(ロ)又は(ハ)により取得価額の修正又は調整を行うときは、当行は、あらかじめ書面によりその旨及びその事由、修正前又は調

整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額並びにその適用の日その他必要な事項を本優先株主に通知する。但し、上記(ハ)①

b.の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

(ホ) 取得と引換えに交付すべき普通株式数

　

 取得と引換えに交付すべき普通株式数

　

＝ 

本優先株主が取得請求したために提出した

本優先株式の払込金額の総額 

取得価額 

(ヘ) 取得請求の効力発生

本優先株式の取得請求権の行使は、取得請求受付場所に当行所定の取得請求書及び本優先株式の株券を提出して行うものとす

る。

取得請求書及び本優先株式の株券が取得請求受付場所に到達したときをもって、当行は当該取得請求に係る本優先株式を取得

し、当該取得請求をした本優先株主は、当行がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

但し、本優先株式の株券が発行されていないときは、株券の提出を要しない。

（７）取得条項

当行は、取得請求期間の末日の翌日（以下、「一斉取得日」という。）に取得の請求のなかった第Ⅱ種優先株

式を取得するのと引換えに、第Ⅱ種優先株式１株の払込金額相当額を以下のa.またはb.に定める一定の金額（以

下、「一斉取得価額」という。）で除して得られる数の普通株式を交付する。但し、一斉取得価額が一斉取得日直

前の取得価額を上回る場合には、一斉取得価額は一斉取得日直前の取得価額とし、一斉取得価額が下限取得価額

を下回る場合には、一斉取得価額は下限取得価額とする。

a.　一斉取得日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、

当該45取引日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が

上場されている証券取引所が併せて複数に及ぶ場合には、当該取引日から各取得価額修正日の前日までの出

来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

を基準に平均値を算出する。
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b.　一斉取得日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない場合

は、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の

決算期または中間期において算定される１株当たりの純資産額とする。

なお、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。また、交付すべき普

通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める方法によりこれを取扱う。

（注）３．第Ⅱ種優先株式の提出日（平成21年２月12日）現在の内容は次のとおりであります。

（１）優先配当金

①　当行は、期末配当を支払うときは、第Ⅱ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅱ種優先株主」という。）または

第Ⅱ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅱ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主または普

通登録株式質権者に先立ち、１株につき、事業年度毎300円を、配当金として金銭により支払う。

②　ある事業年度において、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額

が優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③　第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当は行わな

い。但し、資本金の額の減少の効力発生を条件に行われる剰余金の配当のうち、当該減少額（減少する資本金

の額の全部または一部を準備金とするときは、準備金とする額を除く。）を超えない部分の剰余金の配当、準

備金の額の減少の効力発生を条件に行われる剰余金の配当のうち、当該減少額（減少する準備金の額の全部

または一部を資本金とするときは、資本金とする額を除く。）を超えない部分の剰余金の配当、当行がする吸

収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当

または当行がする新設分割手続の中で行われる会社法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロ

に規定される剰余金の配当はこの限りではない。

（２）優先中間配当金

当行は、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対し、中間配当を行わない。

（３）残余財産の分配

当行の残余財産を分配するときは、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対し普通株主または

普通登録株式質権者に先立ち、第Ⅱ種優先株式１株につき１万円を支払う。

第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録株式質権者に対しては、上記１万円のほか、残余財産の分配は行わな

い。

（４）第Ⅱ種優先株主の議決権

第Ⅱ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。但し、優先配当

金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨

の議案が定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決

議があるときまでは議決権を有するものとする。

（５）募集株式等の割当てを受ける権利

当行は、第Ⅱ種優先株主に対しては、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。
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（６）取得請求権

本優先株主は、下記の条件にしたがって、本優先株式１株につき、以下に定める取得価額により、当行に対して、当行の普通株式の交付と引

換えに本優先株式を取得することを請求することができる。

(1) 取得を請求することができる期間

平成23年７月31日から平成28年９月29日までとする。

(2) 取得条件

(イ) 当初取得価額

当初取得価額は、5,344.9円とする。

(ロ) 取得価額の修正

取得価額は、平成23年９月30日から平成27年９月30日までの毎年９月30日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）にお

ける当行の普通株式の時価が、当該取得価額修正日現在の取得価額を１円以上下回る場合には、取得価額は当該取得価額修正日

現在の時価に修正される。「取得価額修正日現在の時価」とは、以下のa.又はb.に定めるとおりとする。但し、「取得価額修正日現

在の時価」が、当初取得価額の70%(以下「下限取得価額」という。)を下回る場合は、修正後の取得価額は下限取得価額とする。取

得価額及び株価の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、以下のa.又はb.における45取引

日の間に、下記(ハ)に定める取得価額の調整事由が生じた場合には、「取得価額修正日現在の時価」は下記(ハ)に準じて調整され

る。

a.　各取得価額修正日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、当該45取引

日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日数を除く。）とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が上場されている証券取引所が併せて複数に及

ぶ場合には、当該取引日から各取得価額修正日の前日までの出来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の普通株式の

普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）を基準に平均値を算出する。

b.　各取得価額修正日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない場合には、連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の決算期又は中間期において算

定される１株当たりの純資産額とする。

(ハ) 取得価額の調整

① 本優先株式発行後、下記の各号のいずれかに該当する場合には、それぞれの適用時期の定めに従って、取得価額（下限取得価額

を含む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式の計算については、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　既発行普通株

式数 
＋　
新発行・処分普通株式数 × １株当たりの払込金額 

  調整後
＝ 
調整前  

× 
１株当たりの時価 

  取得価額 取得価額   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

 a. 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額又は処分価額をもって普通株式を発行又は処分する場合（但し、当行の普通

株式の交付と引換えに取得され若しくは取得させることができる証券若しくは権利、当行の普通株式と転換され若しくは転換

することができる証券若しくは権利又は当行の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の取得、転換又は行使による場合を除く。）

　　調整後の取得価額は、払込日の翌日以降、又は募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

b.　株式の分割又は株式無償割当てにより普通株式を発行する場合

　　調整後の取得価額は、株式の分割については、当該株式の分割のための基準日の翌日以降適用し、株式無償割当て（普通株主に

普通株式の無償割当てをするときに本優先株主にも同様に無償割当てをする場合を除く。）については、当該株式無償割当ての

ための基準日がある場合はその日の翌日以降又は基準日を定めずに株式の無償割当てをする場合はその効力を生ずる日以降こ

れを適用する。

c.　取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって、当行の普通株式の交付と引換えに取得され若しくは取得させることが

できる証券若しくは権利、当行の普通株式と転換され若しくは転換することができる証券若しくは権利又は当行の普通株式の

交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合（但し、普通株主に取得条項付株式、

取得請求権付株式又は新株予約権の無償割当てをするときに本優先株主にも同様に無償割当てをする場合を除く。）

　　調整後の取得価額は、発行される証券若しくは権利又は新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。）の全てが当初

の取得価額で取得され若しくは当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を

準用して算出するものとし、払込日（新株予約権が無償にて発行される場合は割当日）の翌日以降又は募集のための基準日が

ある場合はその日の翌日以降これを適用する。

② 上記(ハ)①に掲げる場合のほか、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額は当行の取締役会が適当と判断する取得価

額に変更される。

a.　合併、株式交換、株式移転、会社分割又は資本金の額の減少により取得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とするとき。

b.　その他当行普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とするとき。

c.　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出にあたり使用すべき時価

につき他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③ 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１円未満にとどまる限り、取得価額の調整

は行わない。但し、当該差額相当額は、その後に取得価額の調整を必要とする事由が発生した場合に算出される調整後の取得価額

にその都度算入する。
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④ 取得価額調整式に使用する１株当たり時価は、以下のa.又はb.に定めるとおりとする。当該時価を特定するために用いられる株

価の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、以下のa.又はb.における45取引日の間に上記

(ハ)①又は②に定める取得価額の調整事由が生じた場合には、調整後取得価額は上記(ハ)①又は②に準じて調整される。

a.　調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、

当該45取引日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の

平均値（終値のない日数を除く。）とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が上場されている証券取引所が併せ

て複数に及ぶ場合には、当該取引日から各取得価額修正日の前日までの出来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の

普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）を基準に平均値を算出する。

b.　調整後取得価額を適用する日に先立つ当該45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない

場合には、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の決算期又は

中間期において算定される１株当たりの純資産額とする。

⑤ 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額とし、また、取得価額調

整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日における、又は、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する

日の１ヶ月前の日における当行の発行済普通株式数から当該日における当行の有する当行普通株式数を控除した数とする。

(ニ) 上記(ロ)又は(ハ)により取得価額の修正又は調整を行うときは、当行は、あらかじめ書面によりその旨及びその事由、修正前又は調

整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額並びにその適用の日その他必要な事項を本優先株主に通知する。但し、上記(ハ)①

b.の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

(ホ) 取得と引換えに交付すべき普通株式数

　

 取得と引換えに交付すべき普通株式数

　

＝ 

本優先株主が取得請求したために提出した

本優先株式の払込金額の総額 

取得価額 

(ヘ) 取得請求の効力発生

本優先株式の取得請求権の行使は、取得請求受付場所に当行所定の取得請求書及び本優先株式の株券を提出して行うものとす

る。

取得請求書及び本優先株式の株券が取得請求受付場所に到達したときをもって、当行は当該取得請求に係る本優先株式を取得

し、当該取得請求をした本優先株主は、当行がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

但し、本優先株式の株券が発行されていないときは、株券の提出を要しない。

（７）取得条項

当行は、取得請求期間の末日の翌日（以下、「一斉取得日」という。）に取得の請求のなかった第Ⅱ種優先株

式を取得するのと引換えに、第Ⅱ種優先株式１株の払込金額相当額を以下のa.またはb.に定める一定の金額（以

下、「一斉取得価額」という。）で除して得られる数の普通株式を交付する。但し、一斉取得価額が一斉取得日直

前の取得価額を上回る場合には、一斉取得価額は一斉取得日直前の取得価額とし、一斉取得価額が下限取得価額

を下回る場合には、一斉取得価額は下限取得価額とする。

a.　一斉取得日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、

当該45取引日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が

上場されている証券取引所が併せて複数に及ぶ場合には、当該取引日から各取得価額修正日の前日までの出

来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

を基準に平均値を算出する。

b.　一斉取得日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない場合

は、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の

決算期または中間期において算定される１株当たりの純資産額とする。

なお、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。また、交付すべき普

通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める方法によりこれを取扱う。

　　（８）会社法322条第２項に規定する定款の定め（種類株主総会の決議を要しない旨の定款規定）はない。

（９）第Ⅱ種優先株主には、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、配当金が支払われ、また、残余財産の分配

が行われるため、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。但し、優先配当金を

受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議

案が定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決議が

あるときまでは議決権を有するものとする。
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

①　平成18年６月29日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

(注)１

新株予約権の目的となる株式の数（株）
9,354
(注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円）
534,494.19

(注)３

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月31日
至　平成28年９月29日

(注)４

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額（円）

発行価格534,494.19
資本組入額267,248　

(注)５

新株予約権の行使の条件 (注)６

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第３項本文の
定めにより本社債又は本新株予約権の一方のみを譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使に際してする出資の目的とされる財産は、当該

本新株予約権にかかる本社債とし、本社債の価額はその払込金額と同

額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

新株予約権付社債の残高（百万円） 5,000

(注)１.１(１)②発行済株式の(注)１.に記載のとおりであります。

(注)２.　本新株予約権を行使すること(以下「行使」という。)により当行が当行普通株式を新たに発行し、又は、当行の有する当行普通株式を処分

(以下当行普通株式の発行または処分を「交付」という。)する数は、行使する本新株予約権に係る本社債の償還価額の総額を(注)２.第１項

第(２)号記載の転換価額(但し、(注)２.第２項又は３項によって修正又は調整された場合は修正後又は調整後の転換価額)で除して得られる

最大整数とする。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

なお、当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）現在における新株予約権の目的となる株式の数は、当初転換価額（(注)２.１(２)参

照）に基づき算定している。

(注)３. １　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額ならびに出資の目的とされる財産の内容および価額

(１)　本新株予約権１個の行使に際して出資の目的とされる財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価額は、当該本社

債の払込金額と同額とする。

(２)　本新株予約権の行使により交付する当行普通株式の数を算定するにあたり用いられる当行普通株式１株当たりの価額(以下「転換

価額」という。)は、当初534,494.19円とする。なお、転換価額は本欄第２項又は第３項によって修正または調整されることがある。

 ２　転換価額の修正

平成23年９月30日から平成27年９月30日までの毎年９月30日(以下それぞれ「転換価額修正日」という。)における当行の普通株式の時

価が、当該転換価額修正日現在の転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額は当該転換価額修正日現在の時価に修正される。「転換

価額修正日現在の時価」とは、以下のa.又はb.に定めるとおりとする。但し、「転換価額修正日現在の時価」が、当初転換価額の70%(以下

「下限転換価額」という。)を下回る場合は、修正後の転換価額は下限転換価額とする。転換価額および株価の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、以下のa.又はb.における45取引日の間に、本欄第３項に定める転換価額の調整事由

が生じた場合には、「転換価額修正日現在の時価」は本欄第3項に準じて調整される。

a.　各転換価額修正日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、当該45取引日目に

始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除

く。)とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が上場されている証券取引所が併せて複数に及ぶ場合には、当該取引日か

ら各転換価額修正日の前日までの出来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示

を含む。)を基準に平均値を算出する。

b.　各転換価額修正日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない場合には、連結財務諸表

の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の決算期または中間期において算定される１

株当たりの純資産額とする。
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 ３　転換価額の調整

(１)　本新株予約権付社債発行後、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、それぞれの適用時期の定めに従って、転換価額(下限転換

価額を含む。)を次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　既発行普通株

式数 
＋　

新発行・処分普通株式数 × １株当たりの払込金額 

  調整後
＝ 
調整前  

× 
１株当たりの時価 

  転換価額 転換価額   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

①　本項第(４)号に従い算出される時価を下回る払込金額または処分価額をもって普通株式を発行または処分する場合(但し、当行の

普通株式の交付と引換えに取得され若しくは取得させることができる証券若しくは権利、当行の普通株式と転換され若しくは転

換することができる証券若しくは権利または当行の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたもの

を含む。)の取得、転換又は行使による場合を除く。)、調整後の転換価額は、払込日の翌日以降、又は募集のための基準日がある場合

はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割については、当該株式の分割

のための基準日の翌日以降適用し、株式無償割当てについては、当該株式無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以

降又は基準日を定めずに株式の無償割当てをする場合はその効力を生ずる日以降これを適用する。

③　転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当行の普通株式の交付と引換えに取得され若しくは取得させることがで

きる証券若しくは権利、当行の普通株式と転換され若しくは転換することができる証券若しくは権利又は当行の普通株式の交付

を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行する場合、調整後の転換価額は、発行される証券もしく

は権利または新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の全てが当初の取得価額で取得され若しくは当初の転換価額

で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込日(新株予約権が

無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降又はその発行日の翌日以降または募集のための基準日がある場合はその日の翌日

以降これを適用する。

(２) 本項第(１)号に掲げる場合のほか、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、転換価額は当行の取締役会が適当と判断する転換

価額に変更される。

①　合併、株式交換、株式移転、会社分割または資本金の額の減少により転換価額(下限転換価額を含む。)の調整を必要とするとき。

②　その他当行普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とするとき。

③　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあたり使用すべき時価に

つき他の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(３) 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる限り、転換価額の調整は行

わない。但し、当該差額相当額は、その後に転換価額の調整を必要とする事由が発生した場合に算出される調整後の転換価額にその

都度算入する。

(４) 転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、以下のa.又はb.に定めるとおりとする。当該時価を特定するために用いられる株価の

計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、以下のa.又はb.における45取引日の間に本項第(１)号

又は第(２)号に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、調整後転換価額は本項第(１)号又は第(２)号に準じて調整される。

a.　調整後転換価額を適用する日に先立つ45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれかの証券取引所に上場されている場合は、当

該45取引日目に始まる30取引日の当該証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値

(終値のない日数を除く。)とする。但し、当該45取引日目の時点で当行の普通株式が上場されている証券取引所が併せて複数に及ぶ

場合には、当該取引日から各転換価額修正日の前日までの出来高の合計額が最も多い証券取引所における当行の普通株式の普通

取引の毎日の終値(気配表示を含む。)を基準に平均値を算出する。

b.　調整後転換価額を適用する日に先立つ当該45取引日目の時点で、当行の普通株式がいずれの証券取引所にも上場されていない場

合には、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき作成される連結財務諸表を基準に、直近の決算期又は中間

期において算定される１株当たりの純資産額とする。

(５) 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額とし、また、転換価額調整式

で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日における、又は、基準日がない場合は調整後転換価額を適用する日の

１ヵ月前の日における当行の発行済普通株式数から当該日における当行の有する当行普通株式数を控除した数とする。

４　本欄第２項又は第３項により転換価額の修正又は調整を行うときは、当行は、あらかじめ書面によりその旨及びその事由、修正前又は調

整前の転換価額、修正後または調整後の転換価額並びにその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知する。

但し、本欄第３項(４)b.の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行

う。

(注)４．本新株予約権付社債の社債権者は、平成23年７月31日から平成28年９月29日(但し、当行が本社債を期限前償還する場合には、当該償還日

の前銀行営業日、当行が取得した本新株予約権付社債の本社債を消却する場合は、当行が本社債を消却した時)までの間(以下「行使期間」

という。)、いつでも、本新株予約権を行使することができる。

(注)５．１　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当行普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額を、(注)１.に記載の交

付株式数で除した額とする。

  ２　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当行普通株式を発行する場合においては、会社計算規則第40条に従い算出される資本金等増加限度額中、

当該額に0.5を乗じた額を資本金として計上し(計算の結果、１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。)、その

残額を資本準備金として計上する。

(注)６．当行が本社債を繰上償還する場合または買入消却する場合、それぞれ償還日または消却する日以後当該本新株予約権を行使することはで

きない。各本新株予約権の一部行使はできないものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 173,229.91 － 43,734,856 － 32,922,811

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 15,000 ―― 第Ⅱ種優先株式（注１）

議決権制限株式（自己株式等） － ―― －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,335 ――
１(１)②発行済株式の（注)１.に

記載のとおりであります。

完全議決権株式（その他）
普通株式 148,246

（注２）

148,246

（注３）
同上

端株数 普通株式 8,648.91 ―― －

発行済株式総数 173,229.91 ―― ――

総株主の議決権 ―― 148,246 ――

（注）１．第Ⅱ種優先株式の内容は、「１．株式等の状況」の「(1）株式の総数等」に記載しております。

２．完全議決権株式（その他）の株式数には、証券保管振替機構名義の株式９株が含まれております。

３．完全議決権株式（その他）の議決権の数（個）には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係わる議

決権が９個含まれております。

　　　

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社八千代銀行　
新宿区新宿五丁目９番２

号　
1,335 － 1,335 0.77

計 ―― 1,335 － 1,335 0.77

（注）当行は、平成20年９月１日、並びに、平成20年11月４日開催の取締役会において決議した、会社法165条第３項の

規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得を実施し、その結果、平成20年12月

31日現在の自己株式数は5,260.34株となっております。　
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 484,000 506,000 498,000 450,000 427,000 289,900 317,000 292,400 310,000

最低（円） 420,000 470,000 436,000 390,000 256,000 221,100 221,000 207,100 271,500

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

該当事項はありません。

（２）退任役員

該当事項はありません。

（３）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役頭取（代表取締役）

（秘書役、経営監査・コンプライアン

ス統括・総務部担当）

取締役頭取（代表取締役）

（秘書役、経営監査部担当） 片倉　洋 平成20年11月１日

専務取締役（代表取締役）

（人事・資産査定・審査・融資管理

部担当）

専務取締役（代表取締役）

（コンプライアンス統括・総務・人

事・市場金融部担当）

水上　伸一 平成20年11月１日

常務取締役

（市場金融・ダイレクトチャネル・

事務統括・電算部担当）

常務取締役

（ダイレクトチャネル・事務統括・

電算部担当）

多田　和則 平成20年11月１日

常務取締役

（不動産ソリューションプロジェク

トチーム担当）

常務取締役

（資産査定・審査・融資管理部担

当）

乾　正治 平成20年11月１日
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第５【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収

益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）に該当

するため、当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日））に係る損益の状況、セグメント

情報及び１株当たり四半期純損益金額等については、「２ その他」に記載しております。

３．当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）は、四半期連結財務諸表の作成初年度で

あるため、前第３四半期連結累計期間との対比は行っておりません。

４．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至

平成20年12月31日）の四半期連結財務諸表について、あらた監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

現金預け金 78,871 113,584

コールローン及び買入手形 181,257 147,544

買入金銭債権 － 4

商品有価証券 558 447

金銭の信託 174 －

有価証券 ※3
 415,813

※3
 428,262

貸出金 ※1
 1,368,664

※1
 1,364,819

外国為替 2,584 3,417

その他資産 17,518 13,017

有形固定資産 ※2
 27,717

※2
 27,852

無形固定資産 743 784

繰延税金資産 15,623 11,603

支払承諾見返 6,823 7,296

貸倒引当金 △24,199 △16,822

資産の部合計 2,092,152 2,101,813

負債の部

預金 1,957,747 1,948,881

譲渡性預金 1,000 1,200

借用金 2,000 2,000

外国為替 3 1

新株予約権付社債 5,000 5,000

その他負債 17,310 9,787

賞与引当金 268 1,077

退職給付引当金 3,929 9,403

役員退職慰労引当金 223 190

睡眠預金払戻引当金 291 291

再評価に係る繰延税金負債 3,407 3,422

支払承諾 6,823 7,296

負債の部合計 1,998,006 1,988,553

純資産の部

資本金 43,734 43,734

資本剰余金 33,224 33,226

利益剰余金 21,985 36,352

自己株式 △1,508 △215

株主資本合計 97,436 113,098

その他有価証券評価差額金 △3,253 165

繰延ヘッジ損益 △31 △13

土地再評価差額金 △39 △18

評価・換算差額等合計 △3,324 134

少数株主持分 34 28

純資産の部合計 94,145 113,260

負債及び純資産の部合計 2,092,152 2,101,813
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

経常収益 35,564

資金運用収益 29,340

（うち貸出金利息） 24,586

（うち有価証券利息配当金） 3,402

役務取引等収益 3,887

その他業務収益 1,431

その他経常収益 905

経常費用 56,200

資金調達費用 4,554

（うち預金利息） 4,426

役務取引等費用 1,425

その他業務費用 3,084

営業経費 21,997

その他経常費用 ※1
 25,139

経常損失（△） △20,636

特別利益 3,659

償却債権取立益 1,485

退職給付信託設定益 2,174

特別損失 501

固定資産処分損 172

減損損失 328

税金等調整前四半期純損失（△） △17,477

法人税、住民税及び事業税 △4,490

法人税等調整額 △77

法人税等合計 △4,567

少数株主利益 6

四半期純損失（△） △12,916
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △17,477

減価償却費 914

減損損失 328

のれん償却額 1

貸倒引当金の増減（△） 7,377

賞与引当金の増減額（△は減少） △808

退職給付引当金の増減額（△は減少） △70

退職給付信託設定損益（△は益） △2,174

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 32

資金運用収益 △29,340

資金調達費用 4,554

有価証券関係損益（△） 3,535

為替差損益（△は益） 1,014

固定資産処分損益（△は益） 172

貸出金の純増（△）減 △3,844

預金の純増減（△） 8,866

譲渡性預金の純増減（△） △200

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 211

コールローン等の純増（△）減 △33,708

商品有価証券の純増（△）減 △110

金銭の信託の純増（△）減 △174

外国為替（資産）の純増（△）減 833

外国為替（負債）の純増減（△） 1

資金運用による収入 28,496

資金調達による支出 △4,199

その他 4,556

小計 △31,212

法人税等の支払額 △967

営業活動によるキャッシュ・フロー △32,179

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △399,858

有価証券の売却による収入 286,097

有価証券の償還による収入 115,284

有形固定資産の取得による支出 △921

有形固定資産の除却による支出 △43

無形固定資産の取得による支出 △103

投資活動によるキャッシュ・フロー 455

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,472

自己株式の取得による支出 △1,300

自己株式の売却による収入 6

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,766

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △34,501

現金及び現金同等物の期首残高 96,980

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 62,478
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事

項の変更

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項の変更

該当事項はありません。

４．開示対象特別目的会社に

関する事項の変更

該当事項はありません。

５．会計処理基準に関する事

項の変更

リース取引に関する会計基準

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適

用されることになったことに伴い、中間連結会計期間から同会計基準及び適用指針を

適用しております。また、当該取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のもの

は零としております。

　　これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は62百万円、「その

他負債」中のリース債務は68百万円増加しております。なお、この変更による損益に与

える影響は軽微であります。

　　なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有

権移転外ファイナンス・リース取引につきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じて会計処理を行っております。

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．減価償却費の算定方法 　定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分

する方法により算定しております。

２．貸倒引当金の計上方法 　「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引

き当てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、中間連結会計期間

末の予想損失率を適用して計上しております。

３．繰延税金資産の回収可能

性の判断

　繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況について中間連

結会計期間末から大幅な変動がないと認められるため、当該中間連結会計期間末の検討

において使用した将来の業績予測の結果を適用しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

税金費用の処理 　当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じることにより算定しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 12,263 百万円

延滞債権額 69,067 百万円

３ヵ月以上延滞債権額 36 百万円

貸出条件緩和債権額 7,243 百万円

破綻先債権額 1,111 百万円

延滞債権額 58,009 百万円

３ヵ月以上延滞債権額 42 百万円

貸出条件緩和債権額 13,837 百万円

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり

ます。

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり

ます。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

 18,372 百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

 18,822 百万円

※３．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金

融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は 4,100百万円であります。 

※３．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金

融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は 4,550百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１．その他経常費用には、貸出金償却 11,506百万円、貸

倒引当金繰入額 11,684百万円及び株式等償却 1,572百

万円を含んでおります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円）

平成20年12月31日現在

現金預け金勘定 78,871

定期預け金 △6,000

譲渡性預け金 △10,000

その他預け金 △393

現金及び現金同等物 62,478
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（株主資本等関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 （単位：株）

　 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式  

普通株式 158,229.91

第Ⅱ種優先株式 15,000.00

合計 173,229.91

自己株式  

普通株式 5,260.34

合計 5,260.34

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
金額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会

普通株式 473 3,000 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金　

第Ⅱ種優先株式 450 30,000 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金　

平成20年11月11日

取締役会
普通株式 549 3,500 平成20年９月30日 平成20年12月10日　 利益剰余金

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

４．株主資本の金額に、前連結会計年度末に比して著しい変動があった場合における主な変動事由

　 （単位：百万円）　

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 43,734 33,226 36,352 △215 113,098

当第３四半期連結会計期間末までの変動額

（累計）
     

剰余金の配当 － － △1,472 － △1,472

四半期純利益（累計） － － △12,916 － △12,916

自己株式の取得 － － － ※ △1,300 △1,300

自己株式の処分 － △1 － 8 6

土地再評価差額金の取崩 － － 21 － 21

当第３四半期連結会計期間末までの変動額

（累計）合計
－ △1 △14,367 △1,292 △15,661

当第３四半期連結会計期間末残高 43,734 33,224 21,985 △1,508 97,436

※  平成20年９月１日開催の取締役会決議及び平成20年11月４日開催の取締役会決議に基づき、市場から 1,219百万円を

取得しております。また、端株の買取りにより81百万円を取得しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　連結会社は銀行業以外に一部でその他の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合

が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【国際業務経常収益】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

Ⅰ　当第３四半期連結会計期間末

※　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められる

ものは、次のとおりであります。

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年12月31日現在）

　
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 79,049 80,735 1,686

社債 20,584 20,575 △9

外国証券 9,000 8,197 △802

合計 108,634 109,508 874

　（注）　時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年12月31日現在）

　
取得原価
（償却原価）
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

評価差額（百万円）

株式 5,278 5,553 275

債券 273,139 270,927 △2,211

国債 191,352 188,899 △2,453

地方債 5,863 5,937 74

社債 75,923 76,090 167

その他 24,073 22,512 △1,560

合計 302,490 298,993 △3,496

　（注）１．四半期連結貸借対照表計上額は、株式については原則として当第３四半期連結会計期間末前１カ月の市場価

格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当第３四半期連結会計期間末日における

市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって四半期連結貸借

対照表価額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」と

いう。）しております。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は 4,431百万円（うち、上場株式 1,539百万円、投資信託

 2,392百万円及び外国証券 499百万円）であります。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価の下落率が30％以上の銘柄について時価が「著しく下落し

た」と判断し、このうち下落率が50％以上の銘柄については、回復の可能性がないものとして、原則減損処理を

実施しております。また、下落率が30％以上50％未満の銘柄については、時価の推移及び発行体の財政状態等を

勘案して回復の可能性を判断し、回復の見込みがあると判断された銘柄を除き減損処理を行っております。
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Ⅱ　前連結会計年度

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

国債 86,077 87,534 1,456

社債 14,684 14,719 35

その他 12,000 11,423 △576

合計 112,761 113,677 915

　（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

 
取得原価
（償却原価）
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

評価差額
（百万円）

株式 10,349 13,273 2,924

債券 273,262 270,698 △2,563

国債 201,383 198,644 △2,738

地方債 4,829 4,882 53

社債 67,049 67,170 120

その他 24,253 22,991 △1,262

合計 307,865 306,963 △901

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、株式については、原則として当連結決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づい

て算定された額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価に

より、それぞれ計上したものであります。

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお

り、時価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって連結貸

借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」とい

う。）しております。

当連結会計年度における減損処理額は上場株式 1,499百万円、投資信託 1,733百万円であります。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価の下落率が30％以上の銘柄について時価が「著しく下落し

た」と判断し、このうち下落率が50％以上の銘柄については、回復の可能性がないものとして、原則減損処理

を実施しております。また、下落率が30％以上50％未満の銘柄については、時価の推移及び発行体の財政状態

等を勘案して回復の可能性を判断し、回復の見込みがあると判断された銘柄を除き減損処理を行っておりま

す。

（金銭の信託関係）

当第３四半期連結会計期間末

　金銭の信託について、前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末

　デリバティブ取引の契約額等について、前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

　 　
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 円 517,173.00 619,622.12

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)
前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 94,145 113,260

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 15,034 15,478

　(うち第Ⅱ種優先株式の発行価額総額) 15,000 15,000

 （うち第Ⅱ種優先株式の配当額） － 450

　(うち少数株主持分) 34 28

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 79,111 97,782

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数(千株)
152 157

２．１株当たり四半期純損失金額等

　 　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 △82,344.47

（注）１．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　 　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 　  

四半期純損失（△） 百万円 △12,916

普通株主に帰属しない金額 百万円 －

普通株式に係る四半期純損失（△） 百万円 △12,916

普通株式の期中平均株式数 千株 156

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純損失金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概

要　

　

　第Ⅱ種優先株式（発行価額

15,000百万円）及び新株予約権

付社債（券面総額5,000百万

円）。

　なお、第Ⅱ種優先株式及び新株

予約権付社債の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況

（１）株式の総数等及び（２）

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。

２．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当第３四半期連

結累計期間は純損失が計上されているので、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

 （端数等無償割当て及び単元株制度の採用）

　平成20年６月27日開催の第18回定時株主総会決議に基づき、次のように端数等無償割当て及び単元株制度を採用して
おります。

　１．端数等無償割当て

　(１) 端数等無償割当ての目的

　平成21年１月５日に実施された株券電子化後の新しい「振替制度」のもとでは端株を取り扱うことができない
ため、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）」第88条の規定に基づく端
数等無償割当て及び単元株制度を採用することにより、端株の全部を単元未満株に移行するものであります。

　(２) 株主及び端株主に割り当てる株式及び端株の数の算出方法

　「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成

16年法律第88号）（以下「決済合理化法」という。）の施行日の２日前（平成21年１月３日）の株主名簿、実質株
主名簿及び端株原簿に記載された株主及び端株主に対し、その有する普通株式、第Ⅱ種優先株式及び端株の数に応

じて、新たな払込みなしに１株につき99株の割合で、それぞれ同一の種類の株式及び端数を割り当てます。

　(３) 端数等無償割当てによる交付する株式の状況

ａ. 普通株式　  　

　 端数等無償割当て前の当行発行済株式総数 158,229.91 株

　 今回の端数等無償割当てにより増加する株式数 15,664,761.09 株

　 端数等無償割当て後の当行発行済株式総数 15,822,991 株

　 端数等無償割当て後の発行可能株式総数 39,200,000 株

ｂ. 第Ⅱ種優先株式  　

　 端数等無償割当て前の当行発行済株式総数 15,000 株

　 今回の端数等無償割当てにより増加する株式数 1,485,000 株

　 端数等無償割当て後の当行発行済株式総数 1,500,000 株

　 端数等無償割当て後の発行可能株式総数 2,000,000 株

　(４) 端数等無償割当て日程

　・基準日　　　　平成21年１月３日
　・効力発生日　　平成21年１月４日

　２．単元株制度の採用

　(１) 新設する単元株式の数

　「決済合理化法」の施行日の前日（平成21年１月４日）をもって単元株制度を採用し普通株式及び第Ⅱ種優先
株式の単元株式数を100株とします。

　(２) 採用の日程

　・効力発生日　　平成21年１月４日

　当該端数等無償割当てが前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当第３四半期連結累計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

 １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

5,171.73 円 6,196.22 円

 １株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失金額
823.44 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当第３四半期連結累計期

間は純損失が計上されているので、記載しておりません。
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（自己株式の取得）

  平成20年11月４日開催の取締役会決議に基づき、平成21年１月１日以降に実施した自己株式の取得結果は以下の通
りであります。

(１) 取得した株式の種類 当行普通株式

(２) 取得株式数 23,000 株

(３) 取得金額 72,749,000 円

(４) 取得期間 平成21年１月１日から平成21年１月31日まで(約定ベース)

(５) 取得方法 東京証券取引所における市場買付（信託方式）

　なお、上記取締役会決議に基づき、平成21年１月31日までに取得した自己株式の累計は以下の通りであります。

(１) 取得株式数 187,200 株

(２) 取得総額 497,599,300 円

（リース取引関係）

リース取引開始日が平成20年４月１日前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理しております。なお、当該取引残高については、前連結会計年度末に比

べ企業再編等による著しい変動はありません。
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２【その他】

（１） 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

　当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）に該

当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等につ

いては、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書

　 （単位：百万円）

　 　
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

経常収益 　 11,119

資金運用収益 　 9,463

（うち貸出金利息） 　 (7,976)

（うち有価証券利息配当金） 　 (1,096)

役務取引等収益 　 1,180

その他業務収益 　 424

その他経常収益 　 49

経常費用 　 17,141

資金調達費用 　 1,414

（うち預金利息） 　 (1,383)

役務取引等費用 　 477

その他業務費用 　 1,874

営業経費 　 7,038

その他経常費用
※1

　
6,336

経常損失（△） 　 △6,022

特別利益 　 1,927

貸倒引当金戻入益 　 1,006

償却債権取立益 　 921

特別損失 　 122

固定資産処分損 　 122

税金等調整前四半期純損失（△） 　 △4,217

法人税、住民税及び事業税 　 △4,682

法人税等調整額 　 3,338

法人税等合計　 　 △1,343

少数株主損失（△） 　 △0

四半期純損失（△） 　 △2,873

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

※１．その他経常費用には、貸出金償却5,041

百万円及び株式等償却 1,191百万円を含

んでおります。
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②　セグメント情報

（事業の種類別セグメント情報）

　連結会社は銀行業以外に一部でその他の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合

が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

（所在地別セグメント情報）

次へ
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　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

（国際業務経常収益）

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

③　１株当たり四半期純損益金額等

　 　
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 △18,526.54

（注）１．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　 　
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 　  

四半期純損失（△） 百万円 △2,873

普通株主に帰属しない金額 百万円 －

普通株式に係る四半期純損失（△） 百万円 △2,873

普通株式の期中平均株式数 千株 155

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純損失金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概

要　

　

　第Ⅱ種優先株式（発行価額

15,000百万円）及び新株予約権

付社債（券面総額5,000百万

円）。

　なお、第Ⅱ種優先株式及び新株

予約権付社債の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況

（１）株式の総数等及び（２）

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。

２．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当第３四半期連

結会計期間は純損失が計上されているので、記載しておりません。
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（２）端数等無償割当て及び単元株制度の採用における１株当たり四半期純利益金額等

　　重要な後発事象に記載した当該端数等無償割当てが当期首に行われたと仮定した場合の当第３四半期連結会計

期間における１株当たり情報は、以下のとおりとなります。

 １株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純損失金額
185.26 円

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当第３四半期連結会

計期間は純損失が計上されているので、記載しておりません。

（３）中間配当

平成20年11月11日開催の取締役会において、第18期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 549 百万円 

１株当たりの中間配当金 3,500 円 

支払請求権の効力発生日及び支払開始日
平成20年12月10日　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成21年２月10日

    

株　式　会　社　八　千　代　銀　行    

取　締　役　会　御　中    

   

    

 あ ら た 監 査 法 人

    

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 佐　々　木　貴　司

    

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 柴　　　　　　　毅

    

    

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社八千

代銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日

から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社八千代銀行及び連結子会社の平成20年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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